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１. 問題の所在および課題の提起と研究目的
2007年内閣府は､ ｢仕事と生活の調和 (ワーク・
ライフ・バランス) 憲章｣ を発表した｡ この憲章に
おいて､ 仕事と生活の調和が実現した社会とは､
｢国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら
働き､ 仕事上の責任を果たすとともに､ 家庭や地域
生活などにおいても､ 子育て期､ 中高年期といった
人生のライフステージに応じて多様な生き方が選択・
実現できる社会｣1)とある｡ 同時に発表した ｢仕事と
生活の調和推進のための行動指針｣ においては､ 企
業および働く者の取組として､ ｢就労による経済的
自立｣ と ｢多様な働き方の選択｣ の二つのカテゴリー
について､ 就業形態にかかわらず､ 公正な処遇や積
極的な能力開発を行うとある｡2)この指針の ｢働き方
の選択｣ において､ 個人のスキルとキャリアによっ
て､ 選択肢が多数ある者と､ 選択の余地が無い者の
出現が認められ､ 自由に働き方を選択できる人間育
成のための就職基礎能力の開発セクターが求められ
ている｡
また､ ＩＬＯ (国際労働機関) が1999年に提唱し
た 『｢Decent Work for All｣ －すべての人に適
切な仕事を－』 というスローガンについて､ 厚生労
働省では､ 働きがいのある人間らしい仕事で､ 人々
が働きながら生活していく間に抱く願望のことと捉
えている｡ その願望は４項目に分類しており､ 一つ
目は､ 働く機会が十分にあり､ 働きに応じた収入が
得られること､ 二つ目は､ 働く上での権利が確保さ
れ､ 職場で発言が行いやすく､ それが認められるこ
と､ 三つ目は､ 家族の生活が安定しており､ 自己の
鍛錬もできること､ 四つ目は､ 公正な扱い､ 男女平
等な扱いを受けることである｡3)
仕事と生活の調和を考える上で､ ディーセントワー
クの確保は重要であり､ その要素の一つとして考え
られるのが､ スキルの形成である｡ そこで､ 著者ら
は､ ワークライフバランスに向けた､ 仕事および生
活への支援システムを構築すべく､ 専門的な知識と
技術の確保のためのキャリア形成として､ 資格・検
定取得によるスキルアップに着目した｡
研究の方向性は､ 将来の就労に直結するような資
格・検定取得が､ 現実の就労満足度が高い結果とな
るように有効なスキル形成とキャリア支援のための
システムをつくることを目指している｡ 高校で身に
付けた基礎能力に､ 資格・検定を取り入れて､ 専門
分野での実践活動能力を養成する就職基礎能力育成
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就労と資格の効果に関する既往の調査結果によれ
ば､ ｢企業は求職者が資格をもっていることを肯定
的に捉える傾向があり｣4)､ ｢資格の勉強をするプロ
セスや資格にチャレンジする意欲などを評価してい
る｣5)とある｡ かつては､ 企業が研修費をかけ社員の
キャリア形成を図ってきたが､ 近年､ 既に専門性を
身に付けている即戦力を中途採用するようになり､
個人レベルでのキャリア構築が必要となってきてい
る｡
専門的なスキルを持ちインディペンデント・プロ
フェッショナルと呼ばれ外部委託を受けている人材
には､ デザインや設計分野の者が多くいる｡6)また､
福祉・介護サービス企業への既往の調査結果による
と､ 『 ｢新卒者を積極的に採用｣ する (14.9%) より
も ｢中途採用で随時要員を確保｣ する (79.1％) が
中心である』7)と明らかにされている｡
ゆえに､ ますます､ 就職前に職業訓練と能力開発
により､ 就職基礎能力としてのスキルを身につけて
おくことの必要性が増しているといえる｡ 職業訓練
と能力開発の政策の必要性では､ ｢訓練や能力開発
が､ その労働力の生産性を高めることにつながると
考えれば､ 能力開発政策は一般的にいって経済成長
にとって重要な政策となる｡｣8)という経済的な側面
があり､ 経済企画庁は1987年に ｢職業構造変革期の
人材開発｣ の中で､ すでに ｢個人主導型職業教育｣
を示している｡ また､ 現在は､ 厚生労働省による第
八次職業能力開発基本計画の期間中であり､ そこで
は､ 生涯の全期間を通じた職業キャリアの形成や､
大学での高度かつ実践的な教育の活用に向けた教育
施策との連携について言及している｡
そのような時代にある目指すべき人材教育のあり
方では､ これまでのＣＳＲ (Corporate Social
Responsibility：企業の社会的責任) の中で､ 企業
が採用した人材を入社後の研修教育による育成から､
今後は､ すでにスキルとキャリアのある人材を企業
へ送り出す時代へと転換しつつある｡ また､ スキル
の習得による自信が自律へとつながり､ 個人の人生
におけるライフプランの実現へとつながる｡ さらに､
社会の一員として､ 地域居住の面から､ 居住地のネッ
トワークの中で､ 役立つ人材として活躍できること
が､ 生きがいへとつながる｡ この企業､ 個人､ 地域
の三者全体の関係が円滑なものとなるためには､ ス
キル形成とキャリア向上の部分に支援策を講じるこ
とで､ ワークライフバランスが確保され､ それこそ
が目指すべき姿と考える｡ (図１)
次に､ ワークライフバランスをライフステージと
の二軸の象限から課題を検討する｡ (図２)
ライフステージの方向性から捉えると縦軸に示す
ように青年期では､ 職業を選択し､ 養われていた存
在から経済的自立し､ 社会的な役割を果たす段階か
ら､ 成人として職業生活と家庭生活・個人生活のバ
ランスを図りつつ､ 一市民としての責任を果たし､
社会的に自立した状況への移行が重要となる｡
横軸のワークライフバランスの方向性から捉える
と､ 仕事と生活のバランスの中で､ 優先順位志向差
がある｡ 縦軸と横軸に区切られた四つの象限それぞ
れを､ 第一象限は､ 青年期の個人生活側から個人優
先と捉え､ 第二象限は､ 青年期の職業生活の中にお
ける企業の社会貢献への参加等､ 第三象限は､ 成人
期の職業優先姿勢､ 第四象限は成人期の個人の地域
活動と位置づける｡ この個人優先から職業優先の生
活へと切り替える青年期から成人期への転換点にお
いて､ ワークライフバランス (ＷＬＢ) とＱＯＬ
(Quality of Life) に向けた個人のキャリア志向の
一致の中で､ スムーズな移行が望ましい｡ しかしな
がら､ 従来は､ 青年期を終えると､ 場当たり的に職
業選択を行い成人期へ移行するために､ 就労後にギャッ
プが生じ､ 解雇や職種の方向転換形態が生じている
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図１ 目指す人材育成の概念
と推察した｡ 企業における人材育成機能が弱体化し
ている現在､ 就労時に､ 必要なスキルを形成するた
めのキャリア支援を行うことが､ 良好なワークライ
フバランスにつながると仮説を立て､ 検証を試みる｡
本研究においては､ 検証に必要な､ 立場の違う者
のスキルの現状や意識差について明らかにすること
とした｡
文部科学省の諮問機関である中央教育審議会では､
家政分野においては教育内容と職業との結びつきが
強いことが示唆している｡ このことは､ 現状からも､
家政学に関わりの深い資格や検定は､ 生活能力を高
める要素と､ レリバンス､ つまり意義､ あるいは関
連性､ ふさわしさの両方を持っていると認められる｡
ところで､ 職業的レリバンスとは､ 本田由紀による
と､ ｢学生時代に学習した内容が､ それを学習した
個人にとって､ その後の職業生活でどれだけ有益に
働いたかということ (2008)｣9)､ ｢職業に関連した知
識やスキル､ 態度などを学習者に与えること (2005)｣10)
と述べている｡
そこで､ 本研究では､ 職業的レリバンスが高い家
政学系の資格・検定を取り上げ､ その取得を目指し
ている､ 就労経験のある研修生や､ 就労経験の無い
学生の状況を把握した｡ 生きるための技術を身に付
けようと資格・検定の取得を目指す者の意識調査結
果から､ 将来のワークライフバランスに繋がるスキ
ル形成とキャリア支援について検討した｡
２. 研究方法
１) 対象と方法
調査対象者は､ 島根県内の再就職のための500時
間研修の介護職員基礎研修生 (以下､ 養成研修者)
と２年制の介護福祉養成専門学校の学生 (この中に
は雇用対策に伴うリカレント教育中の学生を含んで
いる｡ (以下､ 専門学校生)) および福祉住環境コー
ディネーター取得者を含む､ 関連分野の資格・検定
取得を目指している短期大学の学生である｡
調査方法は､ 集合配票悉皆調査である｡ 調査は､
2009年７月から８月にかけて実施した｡ 配布131票､
回収128票で､ 有効回収率は97.7％であった｡
調査対象者の属性は､ 男性24.6％､ 女性75.4％と
男女比が１：３であった｡ 所属先別に見ると養成研
修者が28.1％､ 専門学校生が26.6％､ 短大１年生が
25.0％､ 短大２年生が20.3％であった｡
次に､ 短大生を除いた対象者の属性では､ 最終学
歴は､ 高卒が66.6％と全体の２／３を占めていた｡
年齢構成は､ 10代から60歳未満と幅広く､ 25歳から
30歳未満が20.3％と､ もっとも多い｡
２) 内容と分析方法
調査内容は､ これまでの就労時の状況､ すでに習
得済みのスキルとそれに対する自信､ 再就職先につ
いて思い描いていること､ 今後のキャリアの獲得､
キャリアに対する意識等を多角的に探った｡
回収した調査票のデータは､ 単純集計し､ 分布を
検討した後､ 属性別にクロス集計した｡ また､ 多次
元尺度法によるコレスポンデンス分析により､ 対象
者の意識の関連性を導き出した｡
３. 結果および考察
調査結果の属性別分析をもとに､ 短大生､ 専門学
校生､ 養成研修者の状況と意識を考察した｡
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図２ ＷＬＢとライフステージからみたスキル形成
とキャリア選択の背景要因
１) 高等教育からの職業移行
(1) 短大生の現状とキャリア形成支援
短大生に認められる特徴的な結果は､ 資格・検定
取得によるスキルの基盤の向上の必要性について､
将来したい仕事がある学生と､ 将来したい仕事のな
い学生に違いが見られた｡ (図３) 将来したい仕事
がある学生は､ 資格・検定取得によるスキル基盤の
向上の必要性を認めている｡ 逆に､ 将来したい仕事
のない学生は､ スキル基盤の向上の必要性について
｢そう思う｣ と答える者がいなかった｡ つまり､ 将
来したい仕事の無い学生は､ スキル基盤の向上の必
要性を感じていないという傾向が認められる｡
このことから､ 短大生に対して将来したい仕事を
明確に持たせる事が､ スキルの向上へとつながって
いくと考えられる｡
次に､ キャリアを向上させていく目的の理解につ
いて､ 養成研修者と25歳以上の専門学校生は､ 目的
がわからないという者は存在せず､ 目的に対して明
確さがある一方で､ 25歳未満の専門学校生の42.9％､
短大１年生40.6％､ 短大２年生19.2％は､ キャリア
向上の目的がわからないと答えた｡ (図４) 短大１
年間で徐々にキャリア向上の必要性を学んでいるが､
若年者ほど､ なぜキャリア向上を目指すのかの､ そ
の目的意識の低さが認められ､ キャリア向上がなぜ
必要なのか明確な伝達が必要であることが示唆され
た｡
このキャリア向上の目的と対象者との意識差につ
いて､ ｢家計のため｣ や ｢家計補助｣ など家庭経済
面では､ 養成研修者の88.2％､ 専門学校生の44.1％､
短大生の36.2％と大きな差が認められる｡ 短大と専
門学校は２年間の通学が必要なのに対し､ 研修生は
約７ヶ月と通学生の１／３の期間であることと､ 再
就職への切迫感が作用していると考えられる｡ それ
に対し､ キャリア向上の目的が ｢生きがい｣ を挙げ
た者は､ 研修生5.9％､ 専門学校29.4％､ 短大12.1
％と専門学校生が際立って多い｡ そこで､ この結果
をもとに､ コレスポンデンス分析すると､ 対象者別
に明確な距離間が示され､ 短大生のキャリア向上に
対する目的への理解の乏しさが認められる｡ (図５)
以上､ 短大生からの職業移行には､ スキルの向上
とキャリアの向上への目的についての理解を高める
ことの重要性が示唆された｡
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図３ 将来したい仕事とスキル向上について
スキル向上の必要性
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図４ キャリア向上の目的がわからない
図５ キャリア向上の目的と対象者
○キャリア向上の目的
専門学校生
(2) 専門学校生からの職業移行
専門学校生は近親者のアドバイスを情報源に進学
を決定し､ 養成研修者は､ 本人の意思で受講を決定
している点に違いが認められた｡ (図６)
他に専門学校生に見られる特徴では､ 社会人とし
てのスキルを形成するためのいわゆるキャリアセミ
ナーの受講経験のない者が62.1％と､ 極めて多いこ
とである｡ これに対し､ 養成研修者45.7％､ 短大２
年生10.3％､ 短大１年生5.1％であり､ 短期大学で
のキャリア教育が行き届いている一方で､ 専門学校
生と養成研修者へのキャリアセミナーによる支援の
必要性が認められる｡ (図７)
そこで､ どのようなキャリアセミナーが自分に必
要だと考えているかについて､ 今後もキャリア獲得
のための研修を受けない者では､ 養成研修者21.1％､
専門学校生17.2％であるが､ 短大生は２年5.4％､
１年０％と､ 短大生のキャリア意識の向上を願望す
る姿が認められる一方で､ 専門学校生や養成研修者
の中には､ 資格イコールキャリアと考えているので
はないかと思われた｡
今後受講したい研修内容では､ 所属別の差異が認
められ､ 具体的には､ 養成研修者は語学､ 専門学校
生はビジネススキル､ 短大１年はキャリアセミナー､
短大２年はビジネスマナーであった｡ (図８)
就労経験者の過去の状況について､ 重複回答を含
むが､ 正社員経験者は42.1％､ パートおよびアルバ
イト経験者31.3％､ 契約社員16.4％､ その他の経験
者4.7％であった｡ また､ 正社員経験者の中には､
これまでの就労年数が１年から27年と幅広く､ 突出
して多い就労年数はみられなかった｡ 正社員の職種
は､ 事務職､ 営業職､ 販売職､ 製造職､ データ入力
など多彩であった｡ パート・アルバイトは､ 販売職､
一般事務職が多くみられた｡ このことから､ 就労経
験を持つ養成研修者の受講したいセミナーに語学や
ＯＡスキル研修が多いことがわかった｡
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図６ キャリアに関する情報源
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図７ これまでに受講した研修
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図８ 今後受講したい研修
２) 職業・就業意識と職業的レリバンス
(1) 就労意識
過去の就労経験時の状況､ 現在持っている今後の
就業への意識､ そして就労後の職業継続に対する意
識を時系列でまとめる｡
就労経験者の中で､ 前就労先において､ ｢中長期
的視点のキャリア獲得希望の伝達なし｣ が47.7％で
あった｡ ディーセントワークで重要である職場での
発言が､ 機能しているとは言い難い現状であること
がわかった｡ すなわち､ 雇用者側は､ 被雇用者がど
のようなキャリアを獲得しようとしているか､ 半数
は知らない状況であることが認められた｡ この問題
を解決するには､ 企業側は被雇用者に対して､ どの
ようなキャリアを望んでいるかを聴き取る姿勢が求
められ､ 被雇用者は自らの希望を企業側に伝える努
力が求められる｡
次に､ 今後の就労に際し専門職を志した理由につ
いては､ 全体では ｢国家資格だから｣ 17.8％､ 次い
で ｢将来性があるから｣ 16.8％である｡ 養成研修者
と専門学校生に ｢人が喜ぶから｣ や ｢将来性｣ が目
立ち､ 短大生では ｢自分に合うから｣ や ｢創意工夫
を生かせる｣､ ｢夢だから｣ の理由を挙げる者も多い｡
また､ 養成研修者は ｢社会的価値｣ を重要視してい
ることがわかった (図９)｡
次に､ 専門技術を必要とする職場に就労をしたと
仮定し､ すぐに退職せずに就労を継続していくには､
どのような事を重要視しているかを調べた｡
その結果､ 養成研修者と専門学校生の意識が近い｡
短大生は､ 就労継続に､ 労働条件と人間関係を要件
にしている割合が高いことがわかった｡ (図10)
就労継続には､ キャリアの向上の必要性を挙げた
者は､ 男性の４割､ 女性の３割であった｡ また､ 男
性では給与のアップ83.9％､ 女性では人間関係75.5
％と､ 性別による意識の差が認められた｡
この女性の就労継続に人間関係を挙げることにつ
いて､ 多次元尺度法により分析すると､ 人間関係の
構築が上手ではないと認識していること､ 仕事のや
りがいと人間関係を結びつけて捉えていることが背
景に存在していることがわかった｡ (図11)
男性は分散傾向が認められるが､ 仕事のやりがい､
人間関係､ 公平性のつながりを大事にしている傾向
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図９ 専門職を志望した理由
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図10 専門職としての職業継続の要件
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図11 女性の就労継続要件
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が見られる｡ (図12)
このように､ 就労を継続する要件は､ 一つに集約
されておらず､ 就業することと､ 就労を継続するこ
との距離を縮めるのは容易ではないと思われる｡
その他の特徴として､ 短大生は､ 20歳になると､
(図13) 仕事全般への意識が主体的にできると思う
ように認識するという､ 18歳､ 19歳には見られない
傾向が現れた｡
(2) 職業的レリバンス
前述の本田由紀 (2008) は既往研究結果の中で､
｢専門高校の職業的レリバンスが普通科と比べて明
確に高く､ 時には大学の職業的レリバンスをも､ 上
まわっていることがある｡｣11)と述べているが､ 本調
査でもよく対応した傾向が､ 認められた｡
各自の行動についてどの程度できると認識してい
るか､ 人間関係､ 情報活用､ 意志決定､ 将来設計に
関する12の項目を分析した｡
短大生を高等学校の出身課程が､ 普通科､ 総合科､
職業科 (工業・商業・農業) の別に意識差について
分析をした結果､ 普通科出身者は､ 意志と行動力に
集約が見られず､ 自分のマナーが身についていると
自信を持っている一方で､ 計画的な行動に自信がな
く､ グルーピングできず多様さが目立つ結果となっ
た｡ (図14)
総合科出身者は､ 人間関係については構築できて
いる一方､ 将来設計はできていないと認識できる｡
(図15)
職業科出身者は､ 自分の意志と､ 人間関係の構築
には高い自信を持っているものの､ 情報活用ができ
ない傾向がわかる｡
また､ 意識は､ 類似した結果を示し､ 高校時代に
受けた教育の影響が大きいと考えられ､ 意志強固に
行動することができる傾向があると言える｡ (図16)
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図12 男性の就労継続要件
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図14 普通科出身者の特徴
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図15 総合科出身学生の特徴
これらにより､ 職業分野を意識した高等学校の進
路選択が､ 人間関係､ 情報活用､ 意志決定､ 将来設
計という四つの意識に影響を与えることが明らかに
なり､ 短期大学においては､ さらに職種・業種を絞
るための支援をすることで､ より意識を高められる
と考えられる｡
(3) スキルと自己評価
次に､ 短大生の今持っているスキルに対する自己
評価について出身課程別に分析した｡
普通科出身学生の特徴は､ 自分は､ 文章作成能力
やコンピュータの活用が得意と認識している傾向が
ある｡ (図17)
総合学科出身の学生は､ 自分がリーダーシップを
持っている､ 教養も高いと認識している一方で､ 自
己理解ができていないと感じている｡ (図18)
職業科の出身学生は､ プレゼンテーションができ
ると自己評価が高い一方､ やればできるとは思って
いない｡ (図19)
就職活動において､ 持っているスキルを踏まえ自
己分析をして自分の位置づけを正確に把握できるこ
とが重要である｡ しかしながら､ 平素の状況は学生
の自己評価と現実の他者評価には乖離があると考え
られ､ その差を確認する手法を準備することが､ 支
援策の一つとして必要である｡
(4) 新たな課題
スキルについて調べる中で､ 働き方との関係には
大きな距離が見られ､ 新たな課題が浮かび上がった｡
(図20)
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図16 職業科出身学生の特徴
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図17 普通科出身者の自己評価
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図18 総合学科出身者の自己評価
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図19 職業科出身者の自己評価
スキルの幅の拡大とスキルのレベルアップの必要
性は同じように捉えられているものの､ より高度な
スキル習得に対しても同じレベルで意識を持っては
いない｡ また､ スキルの向上と働き方の希望には大
きな隔たりがあり､ どのように働きたいかという気
持ちと､ 自分のスキルをどのように構築すべきかを､
結びつけて考えてはいないことが伺える｡ よって､
キャリア支援においては､ スキルの向上と､ 働き方
に対する希望の享受の関連を示すことが求められる｡
４. 総括
本研究の結果､ 具体的に次のことが明らかになっ
た｡ まず､ 通学学生と比べ､ 養成研修者の意識は､
明確である｡ 次に､ 年齢が若い者が､ より意識が低
い傾向が見られる｡ さらに､ 高校での所属科により､
違いが見られ､ 普通科に比べ職業科の意識の高さが
顕著である｡
具体的な支援策として､ 短大生には､ スキルの形
成と向上は､ どのような目的によって必要なのか､
ワークライフバランスについての説明と､ 理解度を
深める必要がある｡ 専門学校生には､ キャリア研修
が不足しており､ 資格取得以外の就職基礎能力の養
成が必要である｡
個々人の仕事と生活の調和を図るための人材育成
のために､ 今後の課題として見出されたことは､ ス
キルを向上させることと､ 働くことの意識に距離が
見られ､ この距離を縮める方策を見出す必要がある｡
尚､ 本研究の一部は2009年10月､ 第56回社団法人
日本家政学会中国・四国支部大会研究発表会におい
て発表した｡
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図20 全体にみるスキルと働き方の希望との関係
